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○ 多面的機能支払交付金（以下、「本交付金」という。）は、農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律及び多面

的機能支払交付金実施要綱（以下、「実施要綱」という。）に基づき、地域の共同活動による農用地の保全に資する各種の

取組に対して、国、都道府県及び市町村が相互に連携を図りながら集中的かつ効率的に支援を行うことにより、

① 農業・農村の有する多面的機能が今後とも適切に維持・発揮、

② 担い手農家への農地集積という構造改革を後押し

することを目的としている。

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する
法律（平成26年法律第七十八号）（抜粋）

（目的）
第一条 この法律は、農業の有する多面的機能の発揮の促進を

図るため、（後略）

（基本理念）
第二条 （前略）農業の有する多面的機能の発揮の促進を図る

ための取組に対して、国、都道府県及び市町村が相互
に連携を図りながら集中的かつ効果的に支援を行うこ
とを旨（後略）

２ （前略）農用地の保全に資する各種の取組が、長年に
わたって農業者その他の地域住民による共同活動によ
り営まれ、良好な地域社会の維持及び形成に重要な役
割を果たしてきているとともに、農用地の効率的な利
用の促進にも資するものであることに鑑み、当該共同
活動の実施による各種の取組の推進が図られなければ
ならない。

多面的機能支払交付金による支援

地域資源の適切な保全管理の推進

農業・農村の有する
多面的機能の維持・発揮

担い手農家への農地集積
という構造改革の後押し

【農地維持支払による共同活動】

○地域資源の基礎的な保全活動

○地域資源の適切な保全管理

のための推進活動

【資源向上支払による共同活動】

○地域資源の質的向上を図る共同活動

・施設の軽微な補修
・農村環境保全活動
・多面的機能の増進を図る活動

○施設の長寿命化のための活動

１ 多面的機能支払交付金の目的

農業・農村

多面的機能支払交付金の目的と枠組み

１

（参考）多面的機能支払交付金実施要綱（抜粋）

第１ 趣旨
１ （前略）多面的機能支払交付金は、（中略）地域の共同活

動に係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推進する
ことにより、農業・農村の有する多面的機能が今後とも適切
に維持・発揮されるようにするとともに、担い手農家への農
地集積という構造改革を後押しするものである。

２ ＜略＞



○ 多面的機能支払交付金の交付が計画的かつ効果的に実施されるよう、交付状況の点検及び効果の評価を
行い、施策に反映させることを目的とし、有識者により構成される第三者委員会を設置。

○ 多面的機能支払交付金第三者委員会より
①本交付金の交付状況の点検方法や
②効果の評価をするための調査・分析方法

等に関する指導・助言を得た上で、３年目に中間評価、５年目に施策評価を取りまとめ、施策に反映。

多面的機能支払交付金実施要綱（抜粋）
第３ 実施体制

１ 国の役割
国は、（中略）本交付金の交付が計画的かつ効果的に実施されるよう、交付状況の点検及び効果の

評価を行い、施策に反映するため、第三者機関を設置することとする。

２ 多面的機能支払交付金第三者委員会について

２
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注）施策評価の取りまとめ年度については、今後の調整により変わることもある。
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　R１実績公表

第三者委員会 第三者委員会

令和２年度

取組状況の整理、分析 アンケート調査 分析、取りまとめ

第２回（７月予定） ○現地調査

第３回（３月予定） ○多面的機能支払交付金の取組状況に係る分析
○多面的機能支払交付金に係る実態調査結果
○対象組織による自己評価及び市町村評価結果

第三者委員会開催予定
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３ 今後のスケジュール
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